
１ 北海道の人口の現状

近年、本道の総人口は減少傾向にある。生産年齢人口、年少人口は減少しているが、高齢
者人口は、現在まで一貫して増加を続けている。

１９２０（大正９）年 １９７０（昭和４５）年 １９９０（平成２）年 ２０１０（平成２２）年 ２０１５（平成２７）年

年少人口
（０～１４歳）

全国 ３６．５％ ２４．０％ １８．２％ １３．２％ １２．６％

北海道 ４０．９％（９７） ２５．３％（１３１） １８．４％（１０３） １２．０％（６６） １１．３％（６１）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

全国 ５８．３％ ６８．９％ ６９．７％ ６３．８％ ６０．７％

北海道 ５６．１％（１３２） ６９．０％（３５８） ６９．７％（３９３） ６３．３％（３４８） ５９．３％（３１９）

高齢者人口
（６５歳～）

全国 ５．３％ ７．１％ １２．１％ ２３．０％ ２６．８％

北海道 ３．０％（７） ５．８％（３０） １２．０％（６７） ２４．７％（１３６） ２９．０％（１５６）

北海道 人口計 （２３６） （５１８） （５６４） （５５１） （５３８）

■年齢３区分別人口の推移（北海道）

■年齢３区分別人口割合の推移（全国・北海道）
資料出所：総務省「国勢調査」

資料出所：総務省「国勢調査」
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２ 北海道の労働力人口

本道の労働力人口は、平成28年は増加に転じたが、長期的には減少が見込まれている。
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資料出所：総務省「労働力調査」
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資料出所：厚生労働省「平成27年度雇用政策研究会報告書」

■2030年までの労働力人口シミュレーション（北海道）■労働力人口



３ 北海道の就業率

本道の就業率は全国と比べて約４ポイントほど低くなっている。
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資料出所：総務省「労働力調査」
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資料出所：総務省「労働力調査」

■高齢者（65歳以上）の就業率
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３ 北海道の就業率

北海道の女性の就業率は全国と比べて低く、特に２５～２９歳の年齢層において全国との
格差が大きい。

■就業率（女性）

４

■女性の年齢階層別、就業率（平成２８年）

資料出所：総務省「労働力調査」
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資料出所：総務省「労働力調査」
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４ 北海道の労働環境

本道の労働環境は、全国に比べ、年間総労働時間が長く、年次有給休暇取得率が低いな
ど、厳しい状況に置かれている。（Ｈ２８年の年次有給休暇取得率については、北海道の状況が改善）

■年間総実労働時間

■年次有給休暇取得率
資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

資料出所：全国～厚生労働省「就労条件総合調査」、北海道～北海道「労働福祉実態調査」・「就業環境実態調査」
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４ 北海道の労働環境

北海道の非正規労働者数の割合は、全国よりも高く、かつ、全国を上回る傾向で上昇して
いる。特に女性は、全国と比較し、全年齢階層を通じて非正規労働者の割合が高い。

■非正規雇用割合
(%)

資料出所：総務省「労働力調査」を基に道雇用労政課で算出

■男女別、年齢階層別、非正規雇用割合

６

資料出所：総務省「平成24年就業構造基本調査」を基に雇用労政課で算出
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５ 北海道の付加価値生産性

本道の業種別付加価値生産性は、全国よりも低く、付加価値額はほぼ横ばいで推移してい
る。
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資料出所：経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス」資料出所：経済産業省「工業統計調査」、総務省「経済センサス」
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６ ほっかいどう働き方改革支援センターについて

本道の「働き方改革」を推進する拠点として、昨年１２月２０日に、就業環境の改善に取り組む企
業の相談にワンストップで対応する「ほっかいどう働き方改革支援センター」を開設した。

札幌市中央区北1条西7丁目プレスト1・7 3F
北海道中小企業団体中央会内

午前9時～午後5時 （土・日・祝を除く）

常 勤：センター長、次長、事務員 計3名体制
非常勤：アドバイザー（社会保険労務士、中小企業診断士）

函館、旭川、室蘭、帯広、北見、釧路 （隔月１回程度）

【企業に対する総合相談窓口】
・相談業務 （電話相談、出張相談会（全道6か所）、等）
・アドバイザー派遣

【人手不足が深刻な業界団体＊と連携した改革ﾓﾃ゙ﾙﾌ゚ﾗﾝの作成・普及】
・実態調査
・処遇改善策の提案
・個別企業の改革プランの作成
＊宿泊業、ＩＴ産業、運輸業

● 設置場所

● 利用時間

● 組織体制

● 出張相談会

● 主な機能

※地方創生推進交付金（補助率1/2）を活用し、平成30年度までの3か年事業

道、札幌市、道経連ほか経済3団体、
連合北海道、道経産局、道労働局、
北洋銀行、北海道銀行

・H27.12.24 共同宣言を採択
⇒共同宣言賛同団体（H29.3.17現在）

市町村 76

業界団体等 90

各振興局（道出先機関）に設置

＜構成＞ 経済団体、労働団体、教育機関、行政 等

＜役割＞ 雇用創出、就業支援、若者等の離職防止、
両立支援、働き方改革推進 等

承
認

普
及

H28.8.10

北海道働き方改革・
雇用環境改善推進会議

[地方版政労使会議]
（事務局：北海道労働局）

地域雇用ネットワーク会議
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７ 働き方センター事業（平成２８年度実績及び平成２９年度計画）

平成２９年度は、働き方改革アドバイザーの増員、業種別改革モデルプランの作成のほか、ミニ
セミナーや労働セミナーの地方開催により、本道における「働き方改革」の普及・啓発を強化する。

相
談
業
務

本
道
に
お
け
る

働
き
方
改
革

の
普
及
・
啓
発

改
革
プ
ラ
ン
の

作
成
・
普
及

 電話、来所、メール相談
 出張相談会
（函館、旭川、室蘭、帯広、北見、釧路で開催）

 働き方改革アドバイザー派遣

⇒ 相談件数１０４件

人手不足が深刻な業界団体（宿泊業、ＩＴ
業、運輸業の３業種）と連携し、

 実態調査
 改善策の提案

 開設記念セミナー【H29.2.6・札幌開催】
 普及啓発セミナー（宿泊業）

【H29.2.24・札幌開催】

 推進セミナー（情報通信業・道路貨物運
送業）【H29.3.15・札幌開催】

 電話、来所、メール相談
 出張相談会＋ミニセミナー
（函館、旭川、室蘭、帯広、北見、釧路で開催）

 働き方改革アドバイザー派遣
（中小企業診断士を増員）

人手不足が深刻な業界団体（宿泊業、ＩＴ業、運輸業の
３業種）と連携し、

 モデル企業による改善策の実践
（３業種・各２社において、改善策を実践）

 業種別改革プランの作成
（事例を集積することにより、改革プランを作成）

 労働セミナー
（労使双方を対象とし、働き方改革の意識醸成を図るもの）
【場所】札幌、函館、旭川、帯広、釧路
【時期】６～１月で、各地域１回

 普及啓発セミナー
（業種別改革プランを普及啓発するもの）
【場所】札幌 【時期】２月頃

 各企業で開催されるセミナーなどに「働き方改革ア
ドバイザー」が出向き、「働き方改革」に関するセミ
ナー講師を承ります

平成２８年度実績平成２８年度実績 平成２９年度計画平成２９年度計画

９



８ 働き方センター事業の計画

企業に対する総合相談窓口業務のほか、業界ごとの改革プランを作成し、企業へ改革プラ
ンの普及・啓発を図ることにより、本道の「働き方改革」の取組を推進する。

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度

企
業
に
対
す
る

総
合
相
談
窓
口

改
革
プ
ラ
ン
の

作
成
・
普
及

電話・メール・来所相談

出張相談会（全道６ヵ所で開催）

アドバイザーの派遣 〔アウトリーチ支援〕

実態調査 改善策の
提案

モデル企業
による

改善策の
実践

モデルとなる

改革プラン
の作成

企業への

改革プランの普及・啓発

・企業に対するｱﾝｹｰﾄ及びﾋｱﾘﾝｸﾞ調査を実施
・業界ごとの現状分析や課題の抽出
・働き方改革を進めるための方向性を設定

・地域雇用ﾈｯﾄﾜｰｸ会議などを活用し、成功事
例および改革ﾌﾟﾗﾝの普及啓発に活用

・改善策を実践するなどして、改善事例を集積

・改善事例等を参考に、業界ごとに取組のﾎﾟｲﾝ
ﾄや方向性を標準化

ね
ら
い

普及啓発

取り組む企業の裾野拡大

成功事例の創出

取組の加速化
10


